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平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

水環境理解促進事業費事 業 名

予 算 額 ５０００千円 新規・継続の別 新 規,

１ 趣 旨

第３回世界水フォーラム開催を契機に制作される「京都インクライン物語（仮

題 」の上映を通じて京都の水に対する取組を紹介することにより、水の重要性）

についての府民の理解と自主的な取組を促進する。

２ 事業内容

制 作 「京都インクライン物語（仮題 」制作支援委員会）

内 容 ・約７０分（コンピューターグラフィックス１０分、アニメ

３０分、実写３０分）

・琵琶湖疏水に関わった青年技術者田辺朔郎や北垣国道京都

府知事の活動を、現代の京都に住む少女がタイムスリップ

事 業 内 容 して、計画から完成までをリポートする。

目 的

対 象 完成予定 平成１５年２月

方 法 等

上映計画 ・府立高校や京都文化博物館において、高校生や府民を対象

に上映する

・第３回世界水フォーラムにおいて開催される水フェア「水

備 考 のえん 京都 （平成 年３月 日～ 日開催、2003 in 15 21 23」

会場：みやこめっせ）で無料上映の予定。

075-414-4379担当課・係名 企画総務課 第３回世界水ﾌｫｰﾗﾑ推進室 課・係直通電話番号

企画 －１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

水環境保全ネットワーク事業費事 業 名

予 算 額 ２５００千円 新規・継続の別 新 規,

１ 趣 旨

世界水フォーラムの成果や京都水宣言（仮称）の宣言内容を踏まえ、琵琶湖・淀

川流域をはじめ、府内の各流域における良好な水環境を保全するため、流域府県等

との連携、府内流域毎の水環境保全の取り組みに支援するとともに、水環境保全等

に取り組んできた団体等を表彰する制度を創設する。

２ 事業内容

①「琵琶湖・淀川水環境保全ネット」による流域府県等との連携の推進

流域府県等が中心となって、琵琶湖・淀川水環境保全ネットを組織し、

水質管理、水辺環境保全などについて、協議、調整等を行い、新たな施策

展開に繋げる。

②「府民水辺環境ネット」による府民主体の身近な水環境保全活動の推進事 業 内 容

目 的 府内の流域毎にＮＰＯ等の府民を主体とする身近な水辺環境を保全・継

対 象 承するための「府民水辺環境ネット」を組織し、水辺環境の調査、啓発、

方 法 等 上下流相互の住民の交流の展開を図る。

・府内の河川毎３ケ所にモデル的に「府民水辺環境ネット」を組織

・大学、研究機関、府の環境部門等の指導により、豊かな水辺環境

を創造・保全するための調査や活動等を実施するとともに、事例

発表会の開催、事例集の作成

③水に係る優れた活動に対する表彰

名水の保全や水源地を守る活動などの地域における模範的な水環境保

全活動や水に関わる先導的な取組、国際貢献活動などで顕著な功績のあ

った団体等を表彰し、水問題に対する府民意識や府民活動の向上を図る。

075-414-4379担当課・係名 企画総務課 第３回世界水ﾌｫｰﾗﾑ推進室 課・係直通電話番号

企画 － ２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

水問題国際貢献事業費事 業 名

予 算 額 １０００千円 新規・継続の別 新 規,

１ 趣 旨

世界水フォーラムの開催を契機に、開催地京都府として、世界の水問題の解決に向

けて活動する府内のＮＰＯ等団体に対し、当該国際貢献活動を支援し、活動の促進を

図る。

２ 事業内容

実施主体 （財）京都府国際センター

助 成 先 水に関わる国際貢献活動を行う団体等

事 業 内 容 対象事業 上記団体等が行う世界の水問題解決に資する活動等

目 的

対 象 要 件 次のいずれにも該当するもの

方 法 等 ①府内に事務所を置く団体等が行う事業であること

②事業の成果を広く府民に公開できる事業であること

③営利或いは政治的・宗教的行為を目的とする事業でないこと

対 象 額 件につき 万円以内（但し、対象事業費の１／２以内）1 30

075-414-4379担当課・係名 企画総務課 第３回世界水ﾌｫｰﾗﾑ推進室 課・係直通電話番号

企画 －３



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

政策研究事業費事 業 名

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 事業趣旨

有識者から意見聴取等を行うことにより、府全体の政策立案に資する。

事 業 内 容
区 分 地 方 制 度 京都総合政策論

目的
対象 目 的 今後一層進展が予想される 我が国及び府内の社会・経済、

方法等 地方制度全体に関わる議論に 情勢の現状、短期・中期的な動
あたり、府としての提言の参 向を踏まえた重点政策分野、手

、 、考とすることも視野に入れ、 法などについて 有識者の見方

地方制度全体にわたる意見聴 考え方を把握
取

テーマに応じて随時２ 実施時期

075-414-4338担当課・係名 企画参事(政策調整担当) 課・係直通電話番号

企画－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

政策ベンチャー事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５，０００千円

１ 事業趣旨

① 若手職員の府政への参画意識の高揚、政策形成能力の向上、
チャレンジ精神、意欲、活力の一層の醸成

事 業 内 容 ② 民間企業職員等との広範な人的ネットワークづくり
③ 組織の活性化

目的
対象

２ 事業内容方法等

区 分 概 要

研 究 主 体 ・ 個人又はグループ(職員と同数程度の外部者による)

研究テーマ ・ 各部局施策に関連するテーマ

研 究 期 間 ・ ５月頃～１２月

活 動 内 容 ・ 構成員等による討論、外部講師を招いた勉強会、先進
事例の研究等。

研究成果の ・ 三役へ報告し、施策・事業化について検討。

報告等

075-414-4338担当課・係名 企画参事(政策調整担当) 課・係直通電話番号

企画－ ５



平成１５年度 当初予算案主要事項説明
企 画 環 境 部

事 業 名 新京都府総合計画推進費

予 算 額 １４，７００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

新しい時代に対応した京都府政運営の指針である「新京都府総合計
画」（計画期間：2001年（平成13年）～2010年（平成22年））の推進
を図る。

事 業 内 容

目 的 ２ 事業内容

対 象 (1) 政策課題の調査検討
大学等知的資源を活用しながら、府政の重点的な政策課題につい

方法等 ての調査・検討等

(2) 計画の広報啓発及び進行管理
計画の進捗状況等を府民にＰＲするとともに基礎的データの整理

企画参事（政 策 調 整 担 当 ） 課・係直通電 075-414-4338担当課・係名 企画参事（計画・府民参画担当） 話番号 075-414-4341

企画 －６



共通 － ７

平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部：土木建築部

丹後リゾート公園（仮称）整備費事 業 名

予 算 額 ５８７，３６９千円 継 続

１ 整備の基本的考え方

丹後リゾート公園（仮称）施設整備等検討会議の検討内容をベースと

して整備を進める。

整備のコンセプト

① 自然との共生、手づくり型公園

② 環境教育の体験フィールドとしての公園

事 業 内 容 ③ ソフト重視、地域資源活用型の公園

④ 成長、発展する公園

第１期供用開始時期

平成１７年度末目途

２ 事業概要
目 的

事 業 内 容
対 象

工 事 周回道路築造
方法等

大地の天文台

風の砦

設 計 こども自然の森（仮称）

地球デザインスクールセ
ミナーハウス

共生の森（仮称）

用 地 用地取得

担当課・係名 企画参事（計画・府民参画担当） 課・係直通電話番号 075-414-4347

公園緑地課建設係 075-414-5273



平成１５年度 当初予算案主要事項説明
企 画 環 境 部

事 業 名 府 民 参 画 行 動 推 進 費

予 算 額 ２，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

平成１４年１２月に策定した「府民参画行動指針」に基づいて、
全庁的な府民参画の取組を積極的に推進する。

事 業 内 容 ２ 事 業 内 容

○ 府民参画の取組の推進

府民参画行動指針で示した「府民参画推進の年次計画」を基本に、
各部局の事業の中で、順次積極的に取り組む。

○ 制度（テーマ等）の周知

目 的 府民参画を推進するに当たって、制度（テーマ等）の周知が必要な
下記事業について、その周知を図る。

対 象
① 出前語らい（職員が府民に府の重要施策等を直接出向いて説明）

方法等 職員が出前語らいで対応するテーマ等について、パンフレットを
作成配布及びホームページへの掲載を実施。

② 専門職員派遣(研究員が地域での学習会等に直接出向いて助言）
試験研究機関の研究員を派遣するテーマ等について、パンフレッ
トを作成配布及びホームページへの掲載を実施。

○ 広報・啓発の実施

府の具体的な事業の中で、府民参画の取組が、いつ、どこで、ど
のように進められるのかが府民に分かる「府民参画カレンダー」を
府ホームページに掲載するなど、府民参画の取組を府民に積極的に
ＰＲする。

担当課・係名 企画参事（計画・府民参画担当） 課・係直通電話番号 075-414-4341

企画 － ８



平成１５年度当初予算案主要事項説明

各 部 共 通

Ｉ Ｔ 施 策 の 推 進事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規・継続４７０，４９０ 千円

１ 趣 旨

ＩＴを活用して、生活の利便性の向上、産業活動の効率化、安心

・安全な地域社会の実現等を図るとともに、ＩＴがもたらすこうし

たメリットを、地理的な制約や年齢・身体的な条件に関わりなく、

すべての府民が享受できるよう、ＩＴ施策の推進を図る。

事 業 内 容 ２ 事業概要

目 的 区 分 予 算 額(千円) 番 号

電子府庁推進費 １４７，０００ －

対 象 電子申請推進費 （９８，０００） １

府税電子申告調査検討費 （９，０００） ２

方法等 公共事業電子入札等推進費 （３５，０００） ３

公金電子納付調査検討費 （５，０００） ４

住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ運営費 ２２４，０００ ５

舞鶴港港湾ＥＤＩ導入費 １，０００ －

犯罪情勢分析システム構築費 ４，５００ ６

情報通信格差是正事業費 ７８，９９０ －

障害者等ＩＴ活用促進事業費 １５，０００ ７

担当課 係名 企画参事（ＩＴ推進担当） 課・係直通電話番号 075-414-4534・

共 通 －９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

＜ＩＴ施策の推進＞

電 子 申 請 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規９８，０００ 千円

１ 趣 旨

ＩＴ化の急速な進展を背景に、府民の日常生活や企業の経済活動に
ＩＴが深く浸透し、行政サービスのＩＴ化に対するニーズが高まって
おり、また、国の「e-Japan戦略」等においても、行政手続のオンラ
イン化が重要な課題となっている。

このような状況を踏まえ、府民や事業者の方がインターネットを使
って申請・届出等の手続を行える電子申請システムを構築するととも
に、電子自治体関係システムの市町村との共同化について調査検討を
行い、電子府庁・電子自治体の推進を図る。

事 業 内 容

目 的 ２ 事業概要

対 象 (1) 電子申請システム構築

府の申請・届出等の手続に係る府民や事業者の方の利便性向上と
方法等 負担軽減を図るため、自宅や会社からインターネットを使って24時

間いつでも申請・届出等を行える電子申請システムを構築する。

電子申請の実施条件が整ったもののうち、受付件数が多いもの
など電子化のニーズや効果が大きいものから順次電子化していく
こととし、15年度については「建設工事等競争入札参加資格審査

申請」などの電子化に取り組む。

(2) 電子自治体推進共同化調査検討
システムの開発・運用コストの低減と市町村の電子自治体化を推
進するため、府と市町村による電子自治体関係システム（公共施設
案内予約、文書管理等）の共同化について調査検討を実施する。

担当課 係名 企画参事（ＩＴ推進担当） 課・係直通電話番号 075-414-4534・

共通－９－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総務部

＜ＩＴ施策の推進＞

府税電子申告調査検討費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規９,０００ 千円

１ 趣 旨

納税者や税理士の方がインターネットを使って法人２税の電子申告を
行える府税電子申告システムの実現に向け、既存税務電算システムとの
連携や効率的な業務フローの確立、庁内システムとの連携等について調
査を実施する。

２ 事業概要

事 業 内 容 （１）既存電算システムとの連携調査
・府税業務は課税から納税までトータルで電算化されており、イン

目 的 ターネットを使って送信される電子申告データを税務電算トータル
システムへ適切に取り込むための調査検討を行う。

対 象
（２）業務効率化調査

方法等 ・事業年度など形式審査の自動化等業務効率化に向けた詳細機能の
調査検討を行う。

（３）庁内システムとの連携調査
、・電子申請システム等の庁内システムとの連携による利便性の向上

業務効率化について調査検討を行う。

＜スケジュール＞

１５年度 調 査 検 討

１６年度 システム構築

１７年度 システム運用

当課・係名 税務課電算係 課・係直通電話番号 075-414-4440

共 通 －９－２



共通－９－３

平成１５年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

＜ＩＴ施策の推進＞
事 業 名

公共事業電子入札等推進費

予 算 額 新規･継続の別 継 続３５，０００千円

１ 趣 旨

公共事業の執行における入札参加資格申請、入札情報の公表、入札・契
約から完了・引き渡しまでの一連の手続きの電子化・オンライン化（建設
ＣＡＬＳ／ＥＣの導入）を図る。

事業内容

２ 導入目的

（１）透明性、競争性の向上
目 的 （２）公共工事施工に係るコストの縮減
対 象 （人件費、移動・時間コスト、紙資源、保管場所）
方法等 （３）データ蓄積による業務の効率化、品質や技術レベルの向上

（４）遠隔地における防災・管理業務等の安全性、迅速性等

３ 事業内容

（１）入札業務関連調査
入札業務フロー、システム等調査検討

（２）電子入札基本計画
電子入札システムの開発・導入・運用計画策定

（３）電子入札基本設計
システム設計、保守方針、調達方針等策定

（４）電子納品実証実験
民間業者との実証実験実施

担当課・係名 指 導 検 査 課 調 整 係 課・係直通電話番号 075-414-5225



平成１５年度当初予算案主要事項説明

出納管理局

＜ＩＴ施策の推進＞

事業名 公 金 電 子 納 付 調 査 検 討 費

予算額 ５，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

自治体と金融機関をネットワークで結ぶことにより、府民

（利用者）がパソコン、携帯電話、ＡＴＭ等を通じて公共料

金や税金の支払いができるよう、財務会計システムの仕様変
事業内容 更のための調査・基本設計を行う。

目的

対象 ２ 内 容

方法等 財務会計システム仕様変更基本設計等

３ 導入効果

、 、電子申請・申告の導入に伴う 電子決済システムの導入で

府民（利用者）がパソコン、携帯電話、ＡＴＭ等を通じてい

つでも（２４時間、土日祝日可）容易に手数料や税金等公金

の納付ができることとなり、利便性が向上する。

４ 導入スケジュール

平成１６年度 財務会計システム仕様変更等
平成１７年度 一部稼働

会計課企画資金係 075-414-5424担当課・係名 課・係直通電話番

共 通 －９－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部

＜ＩＴ施策の推進＞

事 業 名 住民基本台帳ネットワークシステム運営費

予 算 額 ２２４，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

全国共通の本人確認を可能とする住民基本台帳ネットワークシス

テムを運営し、各種行政手続における住民票の添付を省略すること

等により府民の利便性の向上、行政の効率化を図る。

事 業 内 容 ２ 事業概要

・住民基本台帳ネットワークシステムの維持・管理

目 的 ・本人確認情報（氏名、住所、性別、生年月日、住民票コード）の

対 象 利用・提供

方 法 等

３ システムのメリット

(1) 各種行政手続等に係る住民票の添付不要

(2) 住民票の広域交付

(3) 住所異動に伴う転入転出手続の簡素化

（参考）

平成１５年８月（予定）の２次稼働から市町村で開始される業務

・市町村における住民票の広域交付

・住所異動に伴う転入転出手続の簡素化

・住民基本台帳カードの交付

担当課・係名 地方課地域振興係 課・係直通電話番号 075-414-4461

共 通 －９－５



平成１５年度当初予算案主要事項説明

警察本部

＜ＩＴ施策の推進＞

事 業 名

犯罪情勢分析システム構築費

予 算 額 ４，５００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

街頭犯罪の増加を始め、悪質・巧妙化する各種犯罪に的確に対

応するため、犯罪情勢等に関する関係情報・資料等を迅速・的確

に集約するシステムを構築し、情報等を総合的に分析した結果を

タイムリ－に提供することにより、犯罪の抑止、検挙施策及び広報活事業内容

動等に効果的に活用する。

目 的 ２ 事業概要

対 象 ＧＩＳソフト等を活用した、犯罪情勢分析システムを構築し

方 法 ○ 正確でタイムリ－な情報に基づいた分析による犯罪の検挙

○ 犯罪のホットスポットに焦点を当てた街頭犯罪対策の推進

○ 犯罪情勢分析情報の発信による地域社会の防犯機能の回復

等の推進により、府民の安全・安心を確保する。

担当課・係名 警察本部 内線 451-9111（ 2681 ）警務課 犯罪情勢分析室 （ ）

共 通 －９－６



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

〈ＩＴ施策の推進〉
障害者等ＩＴ活用促進事業費事 業 名

予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別 新規・一部継続

１ 趣 旨

障害者と障害者を支援する家族等を対象として、パソコンの機器
操作や利用に関する相談会を実施することにより、障害者の情報バ
リアフリー化の促進を図る。
また、障害や年齢に関わらず情報を収集できるよう、高齢者や障
害者にとっても見やすいホームページ作成のガイドライン・マニュ
アルを製作する。
事業を通じて、地域の雇用・就業機会の創出を図る。

事 業 内 容
２ 事業概要

目 的 (1) パソコンの機器操作や利用に関し、障害者や障害者を支援する家
族等を対象に相談会を開催する。

対 象 ①開催場所 府内数か所
②開催期間 平成１５年４月～平成１６年３月

方 法 等
(2) ホームページのガイドライン・マニュアルの作成及び府・市町村
のホームページを点検・修正指導を行う。

３ 実施方法

障害者団体等へ委託

４ 雇用見込人数

実雇用 １４人

担当課・係名 企画参事（ＩＴ推進担当） 課･係直通電話番号 075-414-4386

共 通 －９－７



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

けいはんな新産業フロンティア創出事業費事 業 名

予 算 額 ２０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 目 的

事 業 内 容 学研都市に集積する研究開発シーズを活用したベンチャー企業等によ
る新産業創出のための事業化プロジェクトを支援し、学研都市全体での
知的クラスターの形成、発展を図る。

目的

対象
２ 事業概要

方法等

目 的 ・学研都市全体での知的クラスターの形成、発展
・ベンチャー企業等中小企業の育成
・京都地域における新産業創出

支 援 対 象 学研都市内の研究シーズを活用し、産学公で連携し共同
研究開発を行うグループ
（府内中小企業を含むものに限る）

支 援 内 容 １グループに対し３箇年で延べ１５，０００千円を上限
に資金提供

075-414-5194担当課・係名 文化学術研究都市推進室 企画係 課・係直通電話番号

企 画 －１０



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

学研都市子供サイエンススクール推進事業費事 業 名

予 算 額 ３，５００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

学研都市に集積する最先端の文化学術研究資源を子供をはじめとした
事 業 内 容 府民に還元し、科学する心、創造する心を育む。

目的 ２ 事業概要

対象 けいはんな子どもサイエンススクール推進会議を開催し、学研都市の
文化学術研究資源を活用した科学教室やＩＴを活用した遠隔地サイエン

方法等 ススクール等を実施する。

けいはんな子どもサイエンススクール推進会議
（ 京都府、京都府教委、（財）関西文化学術研究都市推進機構、
㈱けいはんな、学研都市研究機関・施設・団体、市町村、市
町村教委、ほか）

○夏休み科学教室開催「けいはんなＤＥサイエンス」等

○ＩＴ活用遠隔地サイエンススクール

○指導者育成事業 その他

075-414-5196担当課・係名 文化学術研究都市推進室 計画調整係 課・係直通電話番号

企 画 －１１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

山 陰 本 線 複 線 化 整 備 事 業 費事 業 名

予 算 額 ３００，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

「京都縦貫幹線鉄道」の幹線路線として、また、大都市交通線とし
事 業 内 容

て重要な役割を果たしているＪＲ山陰本線（京都～園部間）の複線化

を図り、府民の利便性の向上及び地域振興に資する。
目 的

２ 事業計画概要

［全体事業計画］

対 象 事 業 区 間

京
複 京 都 ～ 二 条
都

方法等 約 ７ｋｍ
線 市

花 園 ～ 嵯峨嵐山
域

化
府
馬 堀 ～ 園 部 約１６ｋｍ

域

［平成15年度事業］

○ 調査・設計、工事等

３ 期待される整備効果

①列車本数の増発

②所要時分の短縮

③朝ラッシュ時間帯の下り快速列車の設定

④上り下りで均衡のとれたダイヤ設定

担当課・係名 交通対策課 計 画 係 課・係直通電話番号 075-414-4361

企 画 －１２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

山 陰 本 線 駅 舎 整 備 費 補 助 金事 業 名

予 算 額 ３０，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

ＪＲ山陰本線の複線化整備と併せて、亀岡市が行う駅舎整備事業に対
事 業 内 容

して、補助する。

目 的 ２ 事業内容 （単位：千円）

路 線 駅 舎 補助対象 補助率 補助金額
対 象 事 業 者

方法等
亀岡駅

山陰本線 亀岡市 １／３ 30,000
（改 築）

担当課・係名 交通対策課 計 画 係 課・係直通電話番号 075-414-4361

企 画 －１３



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

京都市高速鉄道建設促進支援事業費事 業 名

予 算 額 ７８９，８５５千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

京都市高速鉄道の建設促進により、府民の利便性の向上を図る。
事 業 内 容

２ 事業内容

目 的 区 分 対象事業者 補 助 金 額 備 考

制 度 411,000千円
対 象 補助分

延 伸 区 間 京 都 市 611,000千円
東西線 単 独 200,000千円

方法等 補助分

平⑦～⑨の府貸付金
三セク区間 ( ) 178,855千円 の償還金に対する京都高速鉄道 株

補助

※ 府補助 昭56～

担当課・係名 交通対策課 整備係 課・係直通電話番号 075-414-4360

企 画 －１４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業費事 業 名

予 算 額 ９３，３５０千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

府域における交通拠点となる鉄道駅舎を対象に、高齢者・身体障害者等
事 業 内 容 の移動円滑化を図るため、国庫補助制度と協調し、関係市町村とともに鉄

道事業者に対し、バリアフリー化に係る整備費の一部を補助する。

目 的 ２ 事業内容
（単位：千円）

対 象 補助対象事業者 対象駅 事 業 概 要 補助金額

障害者対応型エレベー
方法等 丹 波 口 ター ２０，７００

障害者対応型トイレ
西日本旅客鉄道
㈱ 障害者対応型エレベー

山 科 ター ２１，５００
エスカレーター
障害者対応型トイレ

京阪電気鉄道㈱ 桃山南口 障害者対応型トイレ １，１５０

障害者対応型エレベー
阪 急 電 鉄 ㈱ 桂 ター ５０，０００

障害者対応型トイレ

計 ９３，３５０

３ 補助率（負担割合）

国 １／３
地方公共団体 １／３
府 １／６
市町村 １／６

鉄道事業者 １／３

担当課・係名 交通対策課 整備係 課・係直通電話番号 075-414-4360

企 画 －１５



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

生活交通バス路線等維持対策事業費事 業 名

予 算 額 ３４７，３７４千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的
バス路線等の生活交通の確保を行うため、不採算となっている路線等に
対して補助を行うとともに、スルッとKANSAI対応のバスカードシステムの
整備に対して支援を行う。

２ 暫定支援措置期間終了後の支援事 業 内 容
２年間の暫定支援措置期間(13.4.1～15.3.31)が終了することに併せ、生活
交通路線の維持・確保を図るため、地域の幹線的なバス路線（国庫補助制度
の対象とならない路線のうち、複数市町村に跨らなくても10km以上で、一定
の輸送量、運行回数等がある路線）に対する新単独補助制度を創設（新制度
移行準備のための経過的支援措置(3箇月)も設定）するとともに、町営バス等
について、より効率的・効果的なバス運行が図られるよう市町村が行う調査
・検討等に対して補助する。

目 的 ３ 事業概要 （単位：千円）

区 分 金 額
対 象

国制度 バス運行対策費補助 １５６，２９０（注）
バ

方法等 ス 暫 定 支 援 措 置（15.3.31まで） １３，１１９
路

生活交通バス路線運行対策補助（新）線
確 府制度 １０，０００（15.4.1から）

(経過的支援措置(15.4.1 6.30)を含む)保 ～
対
策 市町村運行確保生活路線補助等 １５１，０００
補
助 ３，０００効率的バス運行調査検討費補助

小 計 ３３３，４０９

バ ス カ ー ド シ ス テ ム 推 進 補 助 ５，９８９

離 島 航 路 確 保 対 策 補 助 ７，９７６

計 ３４７，３７４

（注）15年度から国庫補助金がバス事業者への直接補助に制度変更

担当課・係名 交通対策課 整備係 課・係直通電話番号 075-414-4360

企 画 －１６



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

不法投棄等防止対策事業費事 業 名

予 算 額 ４４，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

悪質・巧妙化する不法投棄等に対して、監視・指導体制の強化を
図るとともに、府民ぐるみで早期発見体制を確立することにより、

地域住民と一体となった不法投棄防止対策を推進し、不法投棄を一
切許さない京都府づくりを進める。

２ 事業概要
（１） 悪質・巧妙化する不法投棄の監視・指導体制の強化事 業 内 容
① 特に悪質な不法投棄事案に対して、機動班特別チーム（機動

目 的 班ＳＴ）が集中的な対処を行う

対 象 ② 警察官ＯＢによる産業廃棄物不法投棄等監視員を増員配置
し、休日も含めた監視体制を充実・強化を図る

方法等

（２） 府民と一体となった取組の推進

① 産業廃棄物不法投棄情報ダイヤルによる府民と一体となった
不法投棄の早期発見

② 地域における不法投棄撲滅のため、不法投棄等撲滅府民会議
での啓発活動、不法投棄の未然防止対策の取組の推進

担当課・係名 不法投棄等特別対策室 課・係直通電話番号 075-414-4227

企画―１７



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

生活排水処理対策費補助金事 業 名

予 算 額 １０，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

市町村が設置主体となって、戸別の浄化槽を特定の地域を単位と

して整備し、し尿と雑排水とを併せて処理する浄化槽の整備に対し
事 業 内 容 て助成し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与する。

目 的
２ 事業概要

対 象

方法等 補助対象市町村 綾部市、瑞穂町、久美浜町

補 助 率 浄化槽設置工事費（国庫基準額）の

９％

担当課・係名 循環型社会推進課 護美対策係 課・係直通電話番号 075-414-4718

企画－１８



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

循環型社会形成推進事業費事 業 名

予 算 額 １１，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

京都府循環型社会形成計画(仮称)を推進し循環型社会を形成する

ため、府民等の自主的な取組による循環型社会地域づくりを推進す
るとともに、事業者の行う廃棄物の発生抑制やリサイクル等の自主

事 業 内 容 的な取組を推進する。

目 的 ２ 事業概要 (単位：千円)

対 象 項 目 事 業 内 容 所要額

方法等 循環型地域モデ 市町村が行う地域住民協力型の廃棄物 7,000

ル創造事業 再生利用等の助成

循環型社会地域 先駆的な取組を図るための事例集の作 2,500

づくりの推進 成や自主的活動グループの輪を拡大し
たネットワークづくりの推進

ゼロエミッショ 再生利用等の技術情報の提供及び事業 1,500
ンの推進 所におけるゼロエミッションを推進す

るための診断表の作成

計 11,000

担当課・係名 循環型社会推進課 循環推進係 課・係直通電話番号 075-414-4730

企画－１９



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

身近な水環境づくりモデル事業費事 業 名

予 算 額 １，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

第３回世界水フォーラムを機に、住民が身近な水辺に関心を持ち

河川を守る活動を始める契機とするため、新たに水生生物の生息状
況等の身近な指標を設定し、身近な水環境づくりへの取り組みを推

事 業 内 容 進する。

２ 事業概要

目 的 行政、学識経験者、ＮＰＯ等で構成する検討委員会を設置し、設
定する指標（魚、植物、底生生物等）及び対象とする河川について

対 象 検討
（１年目）環境調査の実施

方法等 （２年目）指標の設定、愛称の募集・決定、保全活動の検討
（３年目）保全活動の展開

※15～17年度の各年度に２河川を実施

担当課・係名 環境管理課 水質係 課･係直通電話番号 075-414-4712

企画 －２０



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

京と地球の共生推進事業費事 業 名

予 算 額 ９，４００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

府民、事業者、環境ＮＧＯ、行政等、様々な活動主体が連携・協

働して地球温暖化防止に実効性のある取組を推進するため、これら
の連携や交流の核となる地球温暖化防止活動推進センターを府内の

事 業 内 容 様々な活動主体と共に設立し、その活動を支援する。

２ 事業概要

目 的
各活動主体が対等な立場で参画、設立されたＮＰＯ法人を府の地

対 象 球温暖化防止活動推進センターとして指定するとともに、府民・各
団体に対する情報提供、相談・助言、地域・団体の連携や取組を誘

方法等 導するための事業をセンターに委託する。

・府民からの相談に応じるための常設相談窓口の設置

・インターネット等による府民への情報提供
・地球温暖化に関する環境学習会の開催
・様々な活動主体を対象にした地域別交流会の開催 等

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

企画－２１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

地球温暖化防止活動推進員活動支援事業費事 業 名

予 算 額 １，５００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地球温暖化防止対策を府民・環境ＮＧＯ等とともに推進するた

め、活動の核となる「地球温暖化防止活動推進員」を府内各地に設
置し、地域における地球温暖化防止の取組を推進する。

２ 事業概要事 業 内 容

「地球温暖化防止活動推進員」の委嘱を行うとともに、推進員が
効果的に活動できるよう支援する。

目 的
(１) 推進員の委嘱

(２) 情報交換会の実施対 象
推進員同士の連携を強めるとともに、市町村も交えた情報交

方法等 換会を実施

(３) 活動マニュアルの作成
地球温暖化防止等の推進員の活動に役立つ情報等が記載され
た活動マニュアルを作成

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

企画－２２



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

エコファミリー推進事業費事 業 名

予 算 額 ２，５００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
府民レベルでの地球温暖化防止の取組を推進するため、インター
ネット環境家計簿のシステムを構築するとともに、「エコポイント
制度」（日常生活の様々な場面で二酸化炭素の削減に貢献する活動

を行うことによりポイントが得られ、ポイントに応じてメリットが
与えられる仕組み）をモデル的に実施する。

２ 事業概要
(1)インターネット環境家計簿システムの構築事 業 内 容
各家庭から入力された電気消費量等のデータからＣＯ2排出状況を

目 的 計算し、各家庭に応じた適切なアドバイスや情報提供を行う。
(2)「エコファミリー」の認定

対 象 「インターネット環境家計簿」を利用して府民が参加する「省エ
ネマラソン大会」を開催して、優れた取組に対し「エコファミリ

ー」としての認定を行う。
(3)「エコ親子」の認定
夏休みにおける親子の省エネルギーの取組に対して、「エコ親

子」としての認定を行うとともに、優れた取組をした親子には知事
表彰を行う。

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

企画－２３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

府民参加型自然ネルギー普及促進事業費事 業 名

予 算 額 ３，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

地域における自然エネルギーの導入促進と地球温暖化防止や自然

エネルギーについての府民の関心・意識の向上を図るため、地域住
民が資金を拠出し地域の力で太陽光発電パネル等を保育所などの身

事 業 内 容 近な施設に設置する府民参加型の自然エネルギー導入の取組を、支

援・推進する。

２ 事業概要

目 的
（１）地域の自然エネルギー導入企画支援

対 象 ・自然エネルギー導入キャンペーンの企画や補助申請等に習
熟した相談員の派遣

方法等 ・地球温暖化防止に関する学習会への講師派遣 等

（２）地域自然エネルギー施設導入費補助

・施設設置経費に対して、府民参加の度合いに応じて補助

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

企画－２４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

屋上緑化検討費事 業 名

予 算 額 １，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
京都府における屋上緑化の普及促進を図るため、学識経験者や事
業者等を交えた「屋上緑化に関する研究会（仮称）」を設置し、推

事 業 内 容 進方策を検討する。

２ 検討事項目 的
・屋上緑化の事例の収集、効果検討

対 象 ・京都における屋上緑化のあり方、普及促進方策の検討

・屋上緑化関連産業の振興対策の検討
方法等 ・府庁舎、府施設への導入可能性の検討 等

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

企画－２５



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

陝西省植樹協力事業費事 業 名

予 算 額 ４，５００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
環境先進地を目指す京都府の国際協力事業として、京都府と友好
提携関係にある中国・陝西省における水土流出の進展を防ぐととも

に、地球温暖化防止のための二酸化炭素吸収源の拡大等を図るた
め、陝西省の植樹計画に、府民、関係団体、事業者等と一体となっ

事 業 内 容 て協力、支援する。

２ 事業概要

植樹予定場所 中国陝西省西安市郊外
目 的 実施予定期間 平成１５年度から１７年度の３カ年

１５年度は京都府、陝西省の友好提携２０周年記
対 象 念事業と位置付けて実施する。

方法等 事業実施に当たっては、企業や府民等に対して募金や植樹活動へ
のボランティア参加を呼びかける。

担当課・係名 環境企画課 地球環境対策推進室 課・係直通電話番号 075-414-4708

企画－２６



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

ダイオキシン総合対策費事 業 名

予 算 額 ４７，７７０ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨
府民の安心、安全を確保するため、ダイオキシン類の発生源の監
視及び環境濃度の分析・調査を行うとともに、分析の精度管理を実

施する。

事 業 内 容
２ 事業概要 （単位：千円）

事 項 事 業 内 容 所要額

発 廃 棄 物 ◆立入調査
生 処理施設 ◆ダイオキシン類分析調査

目 的 源 等監視・ 廃棄物焼却炉 8,140
監 指導対策 廃ガス洗浄施設等

対 象 視

方法等 ◆大気中のダイオキシン類分析調査
常 大気・土 一般大気 ９地点
壌・水質 発生源周辺 ３地点

時 汚染防止 ◆土壌中のダイオキシン類分析調査
対策 一般環境 ８地点 33,630

監 発生源周辺 １０地点
◆水質等のダイオキシン類分析調査

視 水質 ３６地点
底質 ９地点
地下水 ２２地点

ダイオキシン類分析精度管理の実施
分析精度管理 （クロスチェックの実施及び精度管理検 6,000

討会による管理）

計 47,770

担当課・係名 循環型社会推進課 循環推進係 課・直通電話番号 075-414-4730

企画－２７



共通 － ２８

平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部・府民労働部
商 工 部・農林水産部
土木建築部・教育委員会

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞事 業 名

予 算 額 ２３５７４９８千円 新規・継続の別 新規・継続, ,

１ 趣 旨
第３回世界水フォーラムの開催を契機に、琵琶湖・淀川流域をはじめ、府内流域の良好
な水環境を保全するとともに、世界の水問題解決に貢献するため、水施策の各分野におけ
る関連事業をポスト水フォーラム施策として実施する。

２ 事業概要

区分 事 業 名 予 算 額 内 容 番 号

基施 ①琵琶湖・淀川流域府県の連携推進千円

1水環境保全 事業ネットワーク 2,500 ②「府民水辺環境ネット」の組織等 ―
本策 ③水に関わる優れた活動に対する表彰

2水保 身近な生物指標 設置 水環境づくり身 近 な 水 環 境 づ く り 事 業ﾓ ﾃﾞ ﾙ 1,000 の による ―

3質全 市町村に対する生活排水処理事業補助生 活 排 水 処 理 対 策 費 補 助 金 10,000 ―

4水確 水源地域における荒廃森林等の整備水源地域緊急整備事業 444,798 ―
資保

5事業内容 源 荒廃森林等の整備、治山施設等の設置豊かな水の森整備事業 90,600 ―
目 的
対 象 鴨川における浸水想定区域の公表等鴨川防災対策推進事業 38,000
方法等 治

自然環境等に配慮した治水対策の推進京の川づ く り 事業 1,358,100
6―

豊かな水を確保する川づくりの推進京 の 川 再 生 事 業 180,000
水

水辺環境の整備による水環境の保全河川水辺環境整備事業 200,000

7水問題国際貢献事業 1,000 水に関する国際貢献活動の支援 ―
国貢

8陝西省植樹協力事業 4,500 中国陝西省における植樹協力の実施 ―
際献

9環 境 産 業 技 術 協 力・ 販 路 開 拓 支 援 事 業 2,000 水環境等の保全に係る研究会等の開催 ―

10啓 映画上映による水の重要性の理解促進水環境理解促進事業 5,000 ―
発

11・ 水に関連する府民運動の推進府民運動推進事業 15,000 ―
理

12解 地域住民等の環境保全活動支援水 と 農 ・ ふ れ あ い づ く り 推 進 事 業 3,000 ―
促

13進 小中高校生による自然環境調査等実施環境教育推進事業 2,000 ―

課・係直通電話番号担 当 課 ・ 係 名



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

事 業 名 ＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

水 環 境 保 全 ネ ッ ト ワ ー ク 事 業 費

予 算 額 ２５００千円 新規・継続の別 新 規,

１ 趣 旨

世界水フォーラムの成果や京都水宣言（仮称）の宣言内容を踏まえ、琵琶湖・淀

川流域をはじめ、府内の各流域における良好な水環境を保全するため、流域府県等

との連携、府内流域毎の水環境保全の取り組みに支援するとともに、水環境保全等

に取り組んできた団体等を表彰する制度を創設する。

２ 事業内容

①「琵琶湖・淀川水環境保全ネット」による流域府県等との連携の推進

流域府県等が中心となって、琵琶湖・淀川水環境保全ネットを組織し、

水質管理、水辺環境保全などについて、協議、調整等を行い、新たな施策

展開に繋げる。

②「府民水辺環境ネット」による府民主体の身近な水環境保全活動の推進事 業 内 容

目 的 府内の流域毎にＮＰＯ等の府民を主体とする身近な水辺環境を保全・継

対 象 承するための「府民水辺環境ネット」を組織し、水辺環境の調査、啓発、

方 法 等 上下流相互の住民の交流の展開を図る。

・府内の河川毎３ケ所にモデル的に「府民水辺環境ネット」を組織

・大学、研究機関、府の環境部門等の指導により、豊かな水辺環境

を創造・保全するための調査や活動等を実施するとともに、事例

発表会の開催、事例集の作成

③水に係る優れた活動に対する表彰

名水の保全や水源地を守る活動などの地域における模範的な水環境保

全活動や水に関わる先導的な取組、国際貢献活動などで顕著な功績のあ

った団体等を表彰し、水問題に対する府民意識や府民活動の向上を図る。

075-414-4379担当課・係名 企画総務課 第３回世界水ﾌｫｰﾗﾑ推進室 課・係直通電話番号

共通 －２８－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

身近な水環境づくりモデル事業費事 業 名

予 算 額 １，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

第３回世界水フォーラムを機に、住民が身近な水辺に関心を持ち

河川を守る活動を始める契機とするため、新たに水生生物の生息状

況等の身近な指標を設定し、身近な水環境づくりへの取り組みを推

事 業 内 容 進する。

２ 事業概要

目 的 行政、学識経験者、ＮＰＯ等で構成する検討委員会を設置し、設

定する指標（魚、植物、底生生物等）及び対象とする河川について

対 象 検討

（１年目）環境調査の実施

方法等 （２年目）指標の設定、愛称の募集・決定、保全活動の検討

（３年目）保全活動の展開

※15～17年度の各年度に２河川を実施

担当課・係名 環境管理課 水質係 課･係直通電話番号 075-414-4712

共通 －２８－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

事 業 名 ＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

生 活 排 水 処 理 対 策 費 補 助 金

予 算 額 １０，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣旨

市町村が設置主体となって、戸別の浄化槽を特定の地域を単位と

して整備し、し尿と雑排水とを併せて処理する浄化槽の整備に対し

事 業 内 容 て助成し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与する。

目 的

２ 事業概要

対 象

方法等 補助対象市町村 綾部市、瑞穂町、久美浜町

補 助 率 浄化槽設置工事費（国庫基準額）の

９％

担当課・係名 循環型社会推進課 護美対策係 課・係直通電話番号 075-414-4718

共通 －２８－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞
事 業 名

水 源 地 域 緊 急 整 備 事 業 費

予 算 額 ４４４，７９６千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

、健全な水の循環を確保し安全でより良質な水を安定して供給するため

水源地域の森林整備を推進する。

２ 整備対象地域

ダム上流等で水資源確保上重要な地域

集落等の水源山地に存する荒廃した森林

水質保全施設と防災機能の高い渓湖林

事業内容 ３ 事業概要

荒廃森林の整備（本数調整伐等）

目 的 水土保全施設の整備（透水ダム工等）

対 象 水質保全施設の整備（濁水防止工等）

方 法 等 管理道の整備

渓畔森林の整備

荒廃地の復旧

075- 414 - 5028担当課・係名 森林保全課治山係 課・係直通電話番号

共通 －２８－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞
事 業 名

豊 か な 水 の 森 整 備 事 業 費

予 算 額 ９０，６００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

山村集落の水環境整備や豊かな海づくりをめざして、水源山地

及び沿岸区域の荒廃森林整備を実施する。

２ 事業概要

・ 取水機能を備えた治山ダムの整備（木製治山ダム １基ほか）

・ 治山ダム周辺荒廃森林の整備

３ 実施予定箇所事業内容

舞鶴市田井 ほか３箇所

目 的

対 象

４ 雇用見込人数方 法 等

（２４人）

※ 雇用見込人数の( )書きは、｢京都府雇用・就業支援計画｣カウント外

担当課・係名 森林保全課治山係 直通電話番号 075-414-5028

共通－２８－５



共通－２８－６

平成１５年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

治 水 対 策 推 進 事 業事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続１，７７６，１００千円

１ 趣 旨

洪水の危険や水質汚濁による環境への影響に対応するため、河川の
治水・防災対策の促進及び親水性のある水辺空間の創出を行う。

事業内容

２ 事業概要

目 的 事 項 事業費 事 業 内 容(千円)

対 象
方法等 鴨川の洪水による浸水被害を軽減

鴨川防災対策推 38,000 するための「洪水予報」システム
進事業 の整備する。

京都市内において河川の改修及び
京の川づくり事 1,358,100 環境整備を行うとともに鴨川公園
業 の整備を行う。

西高瀬川において水量不足・水質
京の川再生事業 180,000 悪化を改善するとともに、親水性

のある水辺空間を創出する。

河川水辺環境整 府内の河川において親水護岸等の
備事業 200,000 環境に配慮した河川整備を行う。

河 川 課 計 画 係 075-414-5287
担当課・係名 河 川 係 課・係直通電話番号 075-414-5285

防災･海岸係 075-414-5288
公園緑地課 建 設 係 075-414-5272



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

事 業 名 ＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

水 問 題 国 際 貢 献 事 業 費

予 算 額 １０００千円 新規・継続の別 新 規,

１ 趣 旨

世界水フォーラムの開催を契機に、開催地京都府として、世界の水問題の解決に向

けて活動する府内のＮＰＯ等団体に対し、当該国際貢献活動を支援し、活動の促進を

図る。

２ 事業内容

実施主体 （財）京都府国際センター

助 成 先 水に関わる国際貢献活動を行う団体等

事 業 内 容 対象事業 上記団体等が行う世界の水問題解決に資する活動等

目 的

対 象 要 件 次のいずれにも該当するもの

方 法 等 ①府内に事務所を置く団体等が行う事業であること

②事業の成果を広く府民に公開できる事業であること

③営利或いは政治的・宗教的行為を目的とする事業でないこと

対 象 額 件につき 万円以内（但し、対象事業費の１／２以内）1 30

075-414-4379担当課・係名 企画総務課 第３回世界水ﾌｫｰﾗﾑ推進室 課・係直通電話番号

共通 － ２８－７



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

費事 業 名 陝 西 省 植 樹 協 力 事 業

予 算 額 ４，５００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

環境先進地を目指す京都府の国際協力事業として、京都府と友好

提携関係にある中国・ 水土流出の進展を防ぐととも陝西省における

に、地球温暖化防止のための二酸化炭素吸収源の拡大等を図るた

め、 、府民、関係団体、事業者等と一体となっ陝西省の植樹計画に

支援する。事 業 内 容 て協力、

２ 事業概要

植樹予定場所 中国陝西省西安市郊外

目 的 実施予定期間 平成１５年度から１７年度の３カ年

、陝西省の友好提携２０周年記１５年度は京都府

念事業と位置付けて実施する。対 象

方法等 事業実施に当たっては、企業や府民等に対して募金や植樹活動へ

のボランティア参加を呼びかける。

担当課・係名 環境企画課地球環境対策推進室 課･係直通電話番号 075-414-4708

共通 －２８－８



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

商 工 部

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞事 業 名

環 境 産 業 技 術 協 力 ・販 路 開 拓 支 援 事 業 費

予 算 額 ２，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

次代の京都の発展を担う新京都ブランド分野の産業育成の一環として、大き

な拡大が見込まれる中国市場に、京都の中小・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業が持つ環境保全関連

、 。の製品等の市場開拓を促進するとともに 地球環境保全面での国際貢献を図る

２ 内 容

① 産学公連携による研究会の設置

ＣＯＰ３を契機として府内の中小・ベンチャー企業等で組織された、京都

府ｸﾞﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁｬｰ研究交流会を中心に、産学公による「環境産業技術協力・販事 業 内 容

路開拓研究会」を設置。

目 的

② 中国における環境保全市場等の研究対 象

次年度以降に京都企業と中国企業とのビジネスマッチングに繋げるため、方法等

中国で販路開拓に携わった経験のある企業等を招いて、中国の環境保全市

場の状況を把握・検討する。

③ その他

現地調査や製品ユーザーとなる中国企業等を招いての交流会を実施。

３ 実施主体

京都リサーチパーク（株）

075 414 4852担当課・係名 産業活力支援室 新産業推進チーム 課･係直通電話番 - -

共通 －２８－９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

事 業 名 ＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

水 環 境 理 解 促 進 事 業 費

予 算 額 ５０００千円 新規・継続の別 新 規,

１ 趣 旨

第３回世界水フォーラム開催を契機に制作される「京都インクライン物語（仮

題 」の上映を通じて京都の水に対する取組を紹介することにより、水の重要性）

についての府民の理解と自主的な取組を促進する。

２ 事業内容

制 作 「京都インクライン物語（仮題 」制作支援委員会）

内 容 ・約７０分（コンピューターグラフィックス１０分、アニメ

３０分、実写３０分）

・琵琶湖疏水に関わった青年技術者田辺朔郎や北垣国道京都

府知事の活動を、現代の京都に住む少女がタイムスリップ

事 業 内 容 して、計画から完成までをリポートする。

目 的

対 象 完成予定 平成１５年２月

方 法 等

上映計画 ・府立高校や京都文化博物館において、高校生や府民を対象

に上映する

・第３回世界水フォーラムにおいて開催される水フェア「水

備 考 のえん 京都 （平成 年３月 日～ 日開催、2003 in 15 21 23」

会場：みやこめっせ）で無料上映の予定。

075-414-4379担当課・係名 企画総務課 第３回世界水ﾌｫｰﾗﾑ推進室 課・係直通電話番号

共通 －２８－１０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事業名 ＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

府 民 運 動 推 進 事 業 費

予算額 新規・継続の別 継 続１５，０００ 千円

１ 趣 旨

府民一人ひとりの参加と交流により、明るく潤いに満ちた「あすの
京都」を創りあげる府民運動推進協議会の事業に対して助成する。

２ 事業展開

「世界水フォーラム」の府民意識の盛り上がりを継承し、「ポスト
事業内容 水フォーラム事業」として位置付けるとともに、「交流」の視点を重

視した府民運動を展開する。
目 的
対 象 ３ 主な事業内容
方法等

○河川、海浜、湖沼周辺等のクリーン作戦
○水辺環境保全活動
○市町村協議会事業費補助
○府民運動推進・交流大会
○実践活動情報誌の発行

〈参 考〉
新しい歴史に向かって走ろう府民運動推進協議会
＊ 設 立 昭和 年３月 日60 28
＊ 構成団体 団体（平成１４年１２月現在）507

075-414-4210担当課・係名 府民労働総務課 府民相談係 課･係直通電話番号

共通 －２８－１１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞
水と 農 ・ ふ れ あ い づ く り 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 ３，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

巨椋池干拓地において、地域住民や農業者など多くの府民参加により、自然
環境と調和した用排水路等の施設管理方法を検討し、適切な土地改良施設の
維持管理と、継続的な自然環境保全活動（「水と農」とのふれあいづくり）を
推進する。

２ 事業概要

Step1 多くの府民が、巨椋池干拓地の農業と自然環境への関心と理解を
深め、実際に体験する取組

①ボランティア活動等との連携
②現地調査事業
府民参画で、巨椋池干拓地の農業と動植物の生態系との関わりを調査

事 業 内 容 し、田園自然環境の価値の認識と問題意識を醸成

Step2 多くの府民が異なる意見・要望等を提案し、自然環境と調和した
土地改良施設の維持管理の方法を検討

③環境保全検討会
府民参画で、農村地域における自然環境と調和した土地改良施設の
維持管理のあり方を検討

適切な土地改良施設の維持管理と継続的な自然保全活動の推進
－ 「水 と 農」と の ふ れ あ い づ く り －

京都府３ 実施主体

国１／２、府１／２４ 負担区分

担当課・係名 耕地課 計画係 直通電話番号 075-414-5042

共通 －２８－１２



共通 －28 13-

平成１５年度当初予算主要事項説明

教 育 委 員 会

＜ポスト水フォーラム関連施策の推進＞

環 境 教 育 推 進 事 業 費事 業 名

２，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続事業の別

１ 目 的

小・中・高等学校における環境教育を推進し、環境保全やよりよい環境の創造

のために主体的に行動する実践的態度や能力等の育成に努める。

平成１４年度の第３回世界水フォーラムの取組や身近な水資源の水質調査、自

然環境調査などに引き続き、平成１５年度はエコスクール活動の他、前年度の取

組・研究成果を府内の学校に波及させる取組等を行う。

２ 事業概要

指定校数 小・中・高等学校各２校 計６校

指定期間 ２年間（⑭⑮）

事 業 内 容

取組内容 ○環境保全やよりよい環境を創造するための実践的な活動

・自然環境調査

・環境マップ作成 等

○環境教育の取組・研究結果の波及

・研究報告の作成

・ホームページ上での成果の発表

・公開事業を含む研究発表会の実施 等

学 校 教 育 課 指 導 第 １ 係 ５８３３

担当課・係 庁内電話

高 校 教 育 課 指 導 第 ２ 係 ５８５２


